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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期
第２四半期
連結累計期間

第41期
第２四半期
連結累計期間

第40期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年９月30日

自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （百万円） 36,797 32,972 74,966

経常利益 （百万円） 1,154 989 3,149

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 785 596 2,033

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 741 598 1,944

純資産額 （百万円） 10,681 11,664 11,895

総資産額 （百万円） 20,011 20,770 22,494

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 23.39 17.65 60.51

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 23.14 17.58 59.90

自己資本比率 （％） 53.4 56.2 52.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △361 547 1,922

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 24 △398 △289

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △786 △944 △901

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 4,510 5,570 6,365

 

回次
第40期
第２四半期
連結会計期間

第41期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2019年７月１日
至2019年９月30日

自2020年７月１日
至2020年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 12.74 14.65

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、2019年３月15日開催の取締役会決議により、2019年５月１日付で普通株式１株につき２株の割合で

株式分割を行っております。第40期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当

期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

なお、当第２四半期連結累計期間における新型コロナウイルス感染拡大の影響は、「２　経営者による財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1）財政状態および経営成績の状況」に記載のとおりであります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態および経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、依然として厳

しい状況にあるものの、このところ経済活動は持ち直しの動きがみられます。一方、海外の新型コロナウイルスの

感染拡大に伴う需要の弱含みや金融資本市場の変動等の影響を注視する必要があります。

当社グループを取り巻く経営環境といたしましては、重要顧客である国内メーカーでは、輸送機械の生産は持ち

直しの兆しがみられており、５Ｇや働き方の変化によるＩＴの需要増加によって、電子部品・デバイスの生産は概

ね横ばいに推移しております。また、雇用情勢においては、雇用者数や新規求人数が大幅に減少しておりますが、

当社顧客の一部メーカーでは外部人材活用のニーズに改善の兆しが見えつつあります。

このような環境の中、当社グループは「人を育て 人を活かす」という創業理念に基づき、働く人が働き甲斐を

持ち成長していける職場を作り上げていくとともに、企業としての成長にも貢献できるサービスの提供を目指し、

当社グループの企業価値向上を実現するために、以下の取り組みを継続しております。

当第２四半期連結累計期間において、グループ中核事業の製造系人材サービスでは、重要顧客と位置付けるアカ

ウント企業へ無期雇用社員である「技能社員」を重点的に配属していく戦略のもと、自社教育施設を活用した人材

育成を積極的に行い、製造スタッフの技能向上と定着率の向上を図ってまいりました。

その他の事業においては、横浜市内６か所にある介護施設「すいとぴー」における提供サービスの質を高め、施

設入居者の増加を図り、業務の効率化を推進するなど経営体質の改善に取り組んでまいりました。

 

当社グループでは、顧客及び従業員の安全を第一とする方針に基づき「新型コロナウイルス対策本部」を設置

し、新型コロナウイルスの感染拡大防止に向けた対策を強化した事業活動を進めておりますが、顧客や職場、介護

施設における罹患者が発生するなどの場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。今後につ

きましては、緊急事態宣言の解除に伴い、徐々に経済活動が再開されており、当社に関連する顧客の経済活動も持

ち直しの動きが見られ、第３四半期以降には外部人材の活用ニーズも回復に向かうものと考えております。

 

この結果、当第２四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は、次のとおりであります。

ａ．財政状態

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は20,770百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,723百万円減少いた

しました。

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は9,105百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,492百万円減少いたし

ました。

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は11,664百万円となり、前連結会計年度末に比べ230百万円減少いた

しました。

 

ｂ．経営成績

当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高32,972百万円（前年同期比10.4％減）、営業利益731百万円

（前年同期比35.2％減）、経常利益989百万円（前年同期比14.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益596百

万円（前年同期比24.0％減）となりました。

なお、営業外収益で、助成金収入274百万円が発生しております。これは、主に新型コロナウイルス感染拡大に

伴う、雇用調整助成金などによるものになります。
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セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

（総合人材サービス事業）

総合人材サービス事業では、製造系人材サービスとして製造派遣・製造請負を、事務系人材サービスとして、

一般事務派遣、ＢＰＯ（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ｏｕｔｓｏｕｒｃｉｎｇ：企業運営上の業務やビジ

ネスプロセスを、専門企業に外部委託すること）を行っております。

当第２四半期連結累計期間における連結売上高の91.5％を占める主力事業である製造系人材サービスにおいて

は、自社教育施設のみならずＷｅｂなどの活用を含めた付加価値を高める教育を実践することにより、製造ス

タッフの就業意欲を高め、定着率の向上を図っております。新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴う需要の低

迷で自動車関連の売上高は減少（前年同期比18.6％減）、ＩＴインフラ投資などの半導体関連の生産が堅調に推

移することで電子デバイス関連の売上高は増加（前年同期比4.6％増）いたしました。当社グループでは、製造

スタッフの雇用を守ることを前提に事業活動に取り組んでまいりましたが、顧客の外部人材活用ニーズは一部

メーカーで改善傾向にあるものの、全体としては低調に推移しており、前連結会計年度末と比較し在籍者数は

2,246名減少いたしました。

一方、当第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年９月30日）の製造系人材サービスにおいて、重

要顧客と位置付けるアカウント企業グループの売上高は減少（前年同期比４百万円減）したものの、売上高の

シェア率は48.0％（前年同期44.2％）となりました。また、技能及び定着率の高い技能社員のニーズは底堅く推

移し、前連結会計年度末と比較して43名増加いたしました。

しかしながら、当第２四半期連結累計期間においては、採用募集費などの経費抑制に取り組んだものの、在籍

者の減少、売上高の減少を吸収するまでには至らず、減収減益となりました。

この結果、売上高31,515百万円（前年同期比11.1％減）、営業利益771百万円（前年同期比31.5％減）となり

ました。

 

（その他の事業）

その他の事業では、介護事業を行っております。

当第２四半期連結累計期間における当事業の主力事業である施設介護事業においては、新型コロナウイルスの

感染拡大防止を前提にＷｅｂ内覧会などを推進した結果、介護施設「すいとぴー東戸塚」の入居者数は増加いた

しました。費用面では人件費や運営費などの売上原価も増加傾向となり、圧縮に努めましたが、吸収するまでに

は至らず、増収減益となりました。

この結果、売上高1,461百万円（前年同期比6.7％増）、営業損失39百万円（前年同期は２百万円の営業利益）

となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ794百万円減少し、

5,570百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増減額1,192百万円等の収入により、547百万円の収入（前

年同四半期は361百万円の支出）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得による支出300百万円等により、398百万円の支出（前

年同四半期は24百万円の収入）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額845百万円等の支出により、944百万円の支出（前年同

四半期は786百万円の支出）となりました。
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(3）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りませんが、当社グループを取り巻く事業環境は、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けており、当社業績に

与える影響は不透明であります。そのため、2021年３月期から2022年３月期の中期経営計画における2022年３月期

の経営目標値につきましては、新型コロナウイルスの影響を考慮し見直すこととしております。

今後につきましては、中期経営計画における基本戦略である無期雇用社員である「技能社員」を自社教育施設に

て育成の上、当社グループの重要顧客であるアカウント企業へ配属する戦略は踏襲しながら、事業活動に邁進し、

激変する事業環境に速やかに対応した上で、更なる成長を目指してまいります。

つきましては、今期は経営管理機能の強化及び来期以降の成長のための投資を行う１年と位置づけて、事業活動

に邁進してまいります。なお、新たな中期経営計画につきましては、2022年３月期の通期連結業績予想とともに、

2021年５月に公表いたします。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6）従業員数

当第２四半期連結累計期間において、総合人材サービス事業の従業員数は定期採用などにより増加いたしまし

た。無期雇用社員・期間契約社員数（製造スタッフ、派遣スタッフ）（注）につきましては、主に製造系人材サー

ビスを中心に採用活動の強化や定着率の向上に取り組んでまいりましたが、需要の低迷により前連結会計年度

（14,380名）と比較して7.9％減少し、13,251名となりました。

その他の事業につきましては、主に介護施設の従業員数が増加いたしました。

（注）無期雇用社員・期間契約社員数（製造スタッフ、派遣スタッフ）は当該連結累計期間の平均在籍者数となっ

ております。

 

セグメントの名称
2020年３月31日現在

従業員数（人）

2020年９月30日現在

従業員数（人）

総合人材サービス事業 1,391 (248) 1,475 (251)

その他の事業  249 (51)  257 (55)

合計 1,640 (299) 1,732 (306)

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、当該連結累計期間の平均人員を（　）

外数で記載しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次の通りであります。

資本提携及び業務提携

契約会社名 契約の相手先 契約内容 契約締結日

日総工産株式会社

（当社）

株式会社クロス

コンパス

当社と株式会社クロスコンパスは両者の強みとノウハウを活

かし、デジタル化による製造現場の生産性や品質の向上の実

現を目指して「ヒトとＡＩによる現場ソリューション」とい

う製造業向けの高付加価値サービスの創出を行う

2020年９月17日
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 102,400,000

計 102,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,201,200 34,201,200
東京証券取引所

（市場第一部）

株主として権利内容に

何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

であり、単元株式数は

100株であります。

計 34,201,200 34,201,200 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、2020年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2020年７月１日～

2020年９月30日
- 34,201,200 - 2,012 - 2,363
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（５）【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ＮＳホールディングス株式会社 神奈川県横浜市港北区篠原町1134-10 12,604,000 37.25

清水　唯雄 神奈川県横浜市神奈川区 2,216,800 6.55

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,147,100 6.35

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８-12 2,026,100 5.99

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２-２ 1,043,600 3.08

清水　智華子 神奈川県横浜市西区 974,000 2.88

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)（常任代理人　株式会

社三菱ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM(東京

都千代田区丸の内2丁目7-1)

820,960 2.43

株式会社日本カストディ銀行（信託

口９）
東京都中央区晴海１丁目８-12 816,900 2.41

J.P. MORGAN SECURITIES PLC FOR

AND ON BEHALF OF ITS CLIENTS

JPMSP RE CLIENT ASSETS-SEGR ACCT

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

25 BANK STREET, CANARY WHARF LONDON

E14 5JP UK(東京都新宿区新宿6丁目27番

30号)

672,600 1.99

NOMURA PB NOMINEES LIMITED

OMNIBUS-MARGIN (CASHPB)（常任代

理人　野村證券株式会社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,

UNITED KINGDOM(東京都中央区日本橋1丁

目9-1)

520,200 1.54

計 － 23,842,260 70.47

（注）１．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入して表

示しております。

２．2020年９月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、野村證券株式会社及

びその共同保有者が2020年８月31日現在で、以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と

して2020年９月末　　時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は、株主名

簿上の所有株式数に基づき記載しております。なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとお

りであります。

名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 53,097 0.16

ノムラ　インターナショナル　

ピーエルシー（NOMURA

INTERNATIONAL PLC）

1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
154,600 0.45

野村アセットマネジメント株式会

社
東京都江東区豊洲二丁目２番１号 2,248,800 6.58

合計 － 2,456,497 7.18
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３．2020年10月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、スパークス・アセット・マネジメ

ント株式会社が2020年９月30日現在で、以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

2020年９月末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は、株主名簿上の所

有株式数に基づき記載しております。なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであり

ます。

名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

スパークス・アセット・マネジメン

ト株式会社

東京都港区港南一丁目３番70号　品川

シーズンテラス６階
1,755,100 5.13

合計 － 1,755,100 5.13

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 366,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,831,200 338,312 －

単元未満株式 普通株式 3,700 － －

発行済株式総数  34,201,200 － －

総株主の議決権  － 338,312 －

　（注）単元未満株式には、当社保有の自己株式が81株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日総工産株式会社

神奈川県横浜市港北

区新横浜一丁目４番

１号

366,300 － 366,300 1.07

計 － 366,300 － 366,300 1.07

　（注）当第２四半期末現在において当社名義で単元未満株式81株を所有しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,365 5,570

受取手形及び売掛金 8,434 7,241

その他 827 776

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 15,622 13,583

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,852 1,815

土地 2,738 2,738

その他（純額） 164 177

有形固定資産合計 4,754 4,730

無形固定資産 377 389

投資その他の資産   

その他 1,740 2,074

貸倒引当金 △0 △7

投資その他の資産合計 1,739 2,066

固定資産合計 6,871 7,186

資産合計 22,494 20,770

負債の部   

流動負債   

1年内返済予定の長期借入金 126 137

未払費用 4,648 4,318

未払法人税等 812 485

賞与引当金 879 992

役員賞与引当金 - 14

その他 2,812 1,854

流動負債合計 9,279 7,802

固定負債   

長期借入金 623 555

退職給付に係る負債 303 391

その他 392 356

固定負債合計 1,319 1,302

負債合計 10,598 9,105

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,012 2,012

資本剰余金 2,369 2,365

利益剰余金 7,926 7,678

自己株式 △334 △313

株主資本合計 11,974 11,742

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 1 1

退職給付に係る調整累計額 △79 △78

その他の包括利益累計額合計 △78 △77

純資産合計 11,895 11,664

負債純資産合計 22,494 20,770
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 36,797 32,972

売上原価 30,587 27,879

売上総利益 6,210 5,093

販売費及び一般管理費 5,082 4,361

営業利益 1,128 731

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 3 0

助成金収入 24 274

受取家賃 16 20

その他 16 12

営業外収益合計 63 309

営業外費用   

支払利息 7 6

持分法による投資損失 1 4

賃貸費用 8 10

その他 19 30

営業外費用合計 37 51

経常利益 1,154 989

特別利益   

投資有価証券売却益 64 -

特別利益合計 64 -

特別損失   

投資有価証券売却損 3 -

役員退職慰労金 - 50

特別損失合計 3 50

税金等調整前四半期純利益 1,214 938

法人税、住民税及び事業税 423 388

法人税等調整額 6 △47

法人税等合計 429 341

四半期純利益 785 596

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 785 596
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純利益 785 596

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △41 -

退職給付に係る調整額 △2 1

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

その他の包括利益合計 △43 1

四半期包括利益 741 598

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 741 598

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,214 938

減価償却費 146 141

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 7

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 12 14

賞与引当金の増減額（△は減少） 69 113

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 0 -

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 71 89

有価証券売却損益（△は益） △60 -

受取利息及び受取配当金 △5 △2

支払利息 7 6

持分法による投資損益（△は益） 1 4

売上債権の増減額（△は増加） △205 1,192

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △12 10

未払費用の増減額（△は減少） △155 △329

未払消費税等の増減額（△は減少） △452 △939

その他 △355 8

小計 275 1,257

利息及び配当金の受取額 5 2

利息の支払額 △10 △6

法人税等の還付額 - 3

法人税等の支払額 △631 △708

営業活動によるキャッシュ・フロー △361 547

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 - △300

有価証券の売却による収入 143 -

有形固定資産の取得による支出 △38 △53

無形固定資産の取得による支出 △80 △45

その他 △0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 24 △398

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △108 △58

リース債務の返済による支出 △57 △40

株式の発行による収入 0 -

自己株式の取得による支出 △0 -

配当金の支払額 △620 △845

財務活動によるキャッシュ・フロー △786 △944

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,122 △794

現金及び現金同等物の期首残高 5,633 6,365

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,510 5,570
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【注記事項】

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて）

　第１四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表の（追加情報）に記載した、新型コロナウイルス感染症の影響の

収束時期等を含む仮定について、重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

電子記録債権割引高

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

電子記録債権割引高 120百万円 129百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
　　至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
　　至　2020年９月30日）

役員報酬 141百万円 119百万円

従業員給料及び手当 1,854 1,892

役員賞与引当金繰入額 12 14

賞与引当金繰入額 211 266

退職給付費用 64 73

貸倒引当金繰入額 0 9

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

現金及び預金勘定 4,510百万円 5,570百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 - -

現金及び現金同等物 4,510 5,570

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日

定時株主総会
普通株式 620 37.00 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

（注）当社は、2019年５月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、「１株当た

り配当額」については、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月24日

定時株主総会
普通株式 845 25.00 2020年３月31日 2020年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】
Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

総合人材サービ
ス事業

その他の事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 35,427 1,369 36,797 - 36,797

セグメント間の内部売上高

又は振替高
4 - 4 △4 -

計 35,432 1,369 36,802 △4 36,797

セグメント利益 1,126 2 1,129 △1 1,128

（注）１　セグメント利益の調整額△１百万円は、セグメント間取引消去等であります。
２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
該当事項はありません。
 
Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

総合人材サービ
ス事業

その他の事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 31,511 1,461 32,972 - 32,972

セグメント間の内部売上高

又は振替高
4 - 4 △4 -

計 31,515 1,461 32,977 △4 32,972

セグメント利益又は損失

（△）
771 △39 732 △1 731

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額△１百万円は、セグメント間取引消去等であります。
２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以
下のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間

（自　2019年４月１日

至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益 23.39円 17.65円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 785 596

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
785 596

普通株式の期中平均株式数（株） 33,574,276 33,818,504

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 23.14円 17.58円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百万円） - -

普通株式増加数（株） 366,430 139,488

（うち新株予約権（株）） （366,430） （139,488）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

 

－

 

－

（注）当社は、2019年３月15日開催の取締役会決議により、2019年５月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分
割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益及び
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年11月12日

日総工産株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　秀之

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大野　祐平

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日総工産株式

会社の２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（２０２０年７月１

日から２０２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０２０年４月１日から２０２０年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日総工産株式会社及び連結子会社の２０２０年９月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
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められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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